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【事実の概要】

警視庁警部補として，警視庁調布警察署地域課に勤務し，犯罪の捜査等に

関わり，刑事事件の被害者から相談を受けて助言を与え，あるいは，その加

害行為を制止するなどの職務に従事していた被告人は，警視庁多摩中央警察

署長宛に，Ａ，Ｂらを被告発人とする公正証書原本不実記載・同行使罪の告

発状を提出していた告発人Ｘから，この告発事件について，①告発状の検討，

助言，②捜査情報の提供，③捜査機関への働きかけなどの，有利かつ便宜な

取り計らいを受けたいとの趣旨のもとに供与されたものであると知りながら，

計３回にわたり現金の供与を受けた。

第１審は，被告人は，調布警察署勤務の警察官であるとはいえ，警視庁管

内を異動して，多くの警察官と交流があるから，事実上，既に警視庁管内の

他署が受理している告発事件について，情報提供を求め，担当警察官に働き

かけをすることができないとはいえないなどとして，多摩中央警察署の告発

事件に関して現金を受け取った行為は，被告人の職務と関係があるとした。

また，第２審も，他の警察署に告発のあった事件についても，Ｘ側からの相

談に応じて助言をしたり，当該警察署の警察官に捜査状況を問い合わせるな

どして情報を収集してこれをＸ側に提供し，さらに担当の警察官に対し捜査

の進展を促すことなどはいずれも警察官の職務権限に含まれるか，これと密

接に関連するものであるとした上で，さらに， 関係法規及び通達等に照ら

すと，管轄区域内の事件であるかどうかにかかわりなく，告発事件について

告発人側から相談を受けることは警察官の当然の職務であり，また，地域課

勤務の警察官であっても，他の警察署が受理した告発事件に関して捜査上参
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考となる情報については，所属警察署長に報告することにより同署長を通じ

て当該警察署に通報することができ，そのような形で告発事件の捜査に影響

を及ぼし得ることが認められる」として，収賄罪の成立を認めた。

これに対して，弁護人は，被告人にはすでに他の警察署で受理された告発

事件について，相談に応じて助言指導する職務権限，捜査情報を提供する権

限，捜査官に働きかける権限はなく，したがって，収賄の職務権限には該当

しないなどとして上告した。

【判旨】

上告棄却。

「警察法64条等の関係法令によれば，同庁警察官の犯罪捜査に関する職務

権限は，同庁の管轄区域である東京都の全域に及ぶと解されることなどに照

らすと，被告人が，調布警察署管内の交番に勤務しており，多摩中央警察署

刑事課の担当する上記事件の捜査に関与していなかったとしても，被告人の

上記行為は，その職務に関し賄賂を収受したものであるというべきである。

したがって，被告人につき刑法197条１項前段の収賄罪の成立を認めた原判

断は，正当である」。

【評釈】

１．賄賂罪が成立するためには，賄賂に，その公務員の「職務」との対価性

があることが必要である。この「職務」の意義に関して，従来の判例は，

現実に事務分配されている職務（具体的職務）に関するものだけでなく，

当該公務員の一般的職務権限に属するか ，一般的職務権限に属さないと

しても，実質上職務権限の行使に匹敵する職務密接関連性があればよい

と解してきた。本件で問題となった賄賂と対価関係に立つべき被告人の行

為についてみると，①告発状の検討，助言は，刑事訴訟法239条以下の諸

規定に照らせば，警察官の一般的職務権限に該当すると解され，③捜査機

関への働きかけについては，職務密接関連行為に，また②捜査情報の提供
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に関しては，一般的職務権限と解するか ，職務密接関連行為 とするか

については見解が分かれ得るところであるが，いずれにせよ，単純収賄罪

における職務関連性を認めることには問題はない ように思われる。しか

し，本件では，当該警察官としての職務が，所属警察署および担当部門を

異にしているという事情があり，そのような場合であっても，当該警察官

に一般的職務権限が認められるかが争われたのである。

一般的職務権限の範囲について，従来の判例では，たとえば，最判昭和

27年４月17日（刑集６巻４号665頁）は，担当地区・業種以外の納税者か

ら，税額査定について有利寛大な扱いをして欲しいとの趣旨で収賄した事

案について， 税務署管内の納税義務者ならその何人たるを問はず義務者

に対する所得税の賦課，減免に関する事務に従う法令上の職務権限を有す

るもの」であり， 分担事務の内容も係主管者において必要と認めるとき

はいつでも変更されうるものであること」を根拠に，当該公務員の具体的

な事務分担に属さない場合でも，職務権限は認められるとした。また，最

判昭和37年５月29日（刑集16巻５号528頁）は，197条の「職務」について

「当該公務員の一般的な職務権限に属するものであれば足り，本人が現に

具体的に担当している事務であることを要しない」ことを前提に，県地方

事務所農地課の職員について， 日常担当しない事務であっても，同課の

分掌事務に属するものであるかぎり，前記農地および農業用施設等復旧工

事に関する事務を含めてその全般にわたり，上司の命を受けてこれを処理

し得べき一般的権限を有している」との判断を示していた。

そして，担当地区も部署も異なるという事情の存する本件事案において，

最高裁は，被告人の行為賄賂との職務関連性（対価性）を認めて，単純収

賄罪の成立を肯定したのである。

２．賄賂罪の保護法益に関する議論は，大きく⒜不可買収性説 ，⒝純粋性

説 ，および⒞信頼保護説 の対立にまとめられると整理されてきた 。⒜

不可買収性説は，公務員の職務の不可買収性をもって賄賂罪の保護法益と

解する。また，⒝純粋性説は，不正な公務が行われること，たとえば，
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利益の授受に決定され動機づけられて職務の公正が害されること，ない

し，その危険性」 に賄賂罪の処罰根拠を求める考え方である。これに対

して，⒞信頼保護説は，公務員の職務の公正さだけではなく，それに対す

る社会の信頼が保護法益であると解する見解である。

このうち，⒜説に関しては，同説のいう「不可買収性」について，その

内実をみるならば，職務行為の公正への信頼と解することもできるし ，

公務の公正さに対する社会の信頼を意味する と捉えることも可能であ

る 。現に，学説では，前者の性質を考慮し，賄賂罪の保護法益として，

公務の不可買収性と職務行為の公正さとを併せて考える見解や ，それに

加えて，信頼保護という観点も含めて総合的に判断する見解 も主張され

てきたのである 。

３．収賄罪における職務権限が認められる範囲は，前述した賄賂罪の保護法

益の理解と関係してくるように思われる 。

すなわち，⒝公務の公正な執行（純粋性）を強調すれば，一般的職務権

限の範囲内でも，具体的状況において，当該公務員が公務を左右しうる可

能性を有していたことが必要であるとする考え方に至りやすい。たとえば，

山口厚教授は，一般的職務権限が認められるとする趣旨は，職務の公正さ

に対する信頼の侵害ではなく，その範囲内の事項であれば担当することが

不可能でないというところに求めるべきであるとされる 。

さらに，一般的職務権限によるのではなく，具体的な職務権限の拡張と

いう観点から職務権限の範囲を画するべきであるとする見解も主張される。

たとえば，平野龍一博士は，一般的抽象的な職務権限があれば足り，具体

的権限は必要ないとするのは誤解を招くと批判され，むしろ，当該公務員

がいつでも行い得たのであれば，それは権限として具体的権限があったと

解すべきであるとされる。また，林幹人教授も，一般的職務権限の理論に

関して， たとえば，市の職員であれば，自己の配属されているわけでも

ない課の職務についても賄賂罪の成立を認めることになってしまうであろ

う。また，裁判官の職務は一般的にいえば裁判することだとしても，自分
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で担当していない事件についてまで裁判する職務があるとすることはでき

ない」ことから， 職務は，現在担当する具体的なものでなければならな

い」として一般的職務権限の理論を否定する。ただし，事案により，具体

的職務権限の例外的な拡張を認めることで，妥当な職務権限の範囲を画す

べきであるとされるのである 。

これに対し，⒞信頼保護説からは，賄賂と対価関係にある職務が，当該

公務員の一般的職務権限の範囲内にあるのであれば，公務の公正さに対す

る社会の信頼は侵害されると解する見解につながりやすい 。また，総合

的な判断をされる団藤重光博士も， 職務執行の公正を疑われるかどうか

が，職務に関しといえるかどうかの標準となる」との立場を示される。も

っとも，信頼保護説の立場に立ちつつも，単に一般的に職務権限を同一に

しているという理由からではなく，公務員の地位，担当変更の可能性，事

務処理の具体的状況からみて，当該公務員が実務上公務を左右できる可能

性があったことが職務関連性を認める根拠として必要であるとする，前述

の純粋性説の立場の同様の職務概念を主張する見解も有力に主張されてい

る 。これは，信頼保護説から導かれる一般的職務権限の範囲は無限定に

拡大するおそれがあり，妥当ではないとする批判 に応えようとするもの

であるといえよう 。さらに言えば，信頼保護説そのものに対しては，

社会の信頼」は曖昧な概念であって，保護法益として妥当性に疑問を呈

する見解もある 。

たしかに，信頼保護説の観点からすれば，一般的職務権限の範囲が不明

確になるきらいがある点は否定し得ない。現に，信頼保護説に立つと解さ

れる判例は，一般的職務権限の範囲を拡大して，賄賂罪の処罰範囲を拡げ

る傾向にあるといえる 。しかし，それが，純粋性説を採用しなければな

らない理由となるものと解するべきではない 。現実に職務の公正な執行

が損なわれることがなかったとしても，社会一般の側から見てそれを疑わ

せる事由が存する場合には，賄賂罪の当罰性は十分に認められるであろ

う 。
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むしろ，解釈論上必要なのは，以上のような見解に立ちつつ，一般的職

務権限の認められる具体的根拠を明らかにし，かつ判断基準を明確化する

作業なのである 。

４．従来の判例は，一般的職務権限は「課」(または「係」）単位で認められ

るとするものと理解されてきた。たとえば，前掲・最判昭和27年４月17日

では，税務署の「係」の所属職員に対して，前掲・最判昭和37年５月29日

では，県地方事務所の「課」の分掌事務に関して，一般的な職務権限が認

められてきたのであり，それを支持する学説も有力であった 。

しかし，賄賂罪の保護法益を公務の公正さに対する社会一般の信頼に求

めるならば，行政上の内部的な事務分担の単位である「課」 係」という

単位をもって職務権限の範囲を画さなければならない必然性があるとは思

われない 。収賄罪にいう「職務」にあたるか否かは， 所掌事務の性質，

公務員の地位，相互に影響を及ぼす程度，担当変更の可能性」などを考慮

しつつ，当該公務員が当該事情で収賄することが，その職務の公正さが疑

われることになるか否かを，事案に即して具体的に判断する必要がある 。

このような実質的判断は，たとえば政治家の職務権限の場合など，その

職務権限の限界が不明確な場合を考えれば，不可避であると言わざるを得

ない 。たとえば，ロッキード事件に関する，最判平成７年２月22日（刑

集49巻２号457頁）では，内閣総理大臣について， 行政各部に対し，随時，

その所掌事務について一定の方向で処理するよう指導，助言等の指示を与

える権限」を根拠にして，運輸大臣が民間航空会社に特定機種の選定購入

を勧奨する行為をするよう働きかける行為は，収賄罪における職務にあた

ると判示している。ここで留意すべきなのは，多数意見は，原審判決およ

び草場裁判官の少数意見が依拠した，法的根拠が明確な「閣議に基づく指

揮監督権」に基づいた，いわば形式的な職務権限概念を援用していないこ

とである 。同判決の前提とする「賄賂罪は，公務員の職務の公正とこれ

に対する社会一般の信頼を保護法益とする」という観点から，職務権限の

範囲を実質的に判断したのである。それは，内閣総理大臣の職務の公正に
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対する一般社会の信頼に影響を及ぼし得るか否かに依拠した判断であると

言えよう。それが肯定されるのであれば，そのような公務員の行為に対し

て賄賂を収授したことに，収賄罪の当罰性を認めることができるのである。

以上のような前提に基づき，一般的職務権限を実質的に認定するという

解釈手法は，判例において定着したものと評し得る。

５．本件において，最高裁は， 警察法64条等の関係法令によれば，同庁警

察官の犯罪捜査に関する職務権限は，同庁の管轄区域である東京都の全域

に及ぶと解されること」を，一般的職務権限を認める根拠としてあげてい

る。たしかに同条は， 都道府県警察の警察官は，この法律に特別の定が

ある場合を除く外，当該都道府県警察の管轄区域内において職権を行うも

のとする」としており，最高裁の決定要旨を形式的に解すれば，警視庁警

察官であれば，直ちに東京都全域において警察官としての一般的職務権限

が認められるとした趣旨であるようにも見える。

しかし，先に検討したように，賄賂罪の保護法益は，公務の公正さに対

する社会一般の保護と解するべきである。そうであれば，一般都民からみ

た警視庁の職務に対する信頼という観点からすると，当該警察官の所属警

察署や部署が異なるという事情は，一般的職務権限を否定する要素である

とは言えないという点を重視すべきであろう 。それゆえ，警視庁警察官

であれば，そのことをもって直ちに，東京都全域において警察官としての

一般的職務権限が認められるとした判示であると解するべきではない 。

本件は，従来の判例において認められきた「課」という範囲を超えて一般

的職務権限を認めたものであり，単なる事例判決を超えた意義があると解

する余地もあるたしかにあるが ，判断枠組それ自体は，具体的事案に固

有の事情（本件で言えば，警察官の職務の特殊性）をも考慮に入れつつ，

職務の公正に対する社会一般の信頼が害されたか否かという観点から一般

的職務権限の範囲を実質的に確定するという，従来の判例の立場に立った

ものであると解すべきである。さらに言えば，当該警察官が，都道府県警

察の区域外で行う行為についても，管轄区域の境界周辺における事案処理
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が必要な場合（警察法60条の２）や，いわゆる広域犯罪捜査（同法60条の

３）などの場面では，警察官の職務の性質や，警察の行う公務に対する国

民一般の信頼の保護という観点からすれば，一般的職務権限が及ぶと解す

るべき場合もあり得るように思われる 。

本件において被告人の行った行為は，職務の公務の公正さに対する社会

一般の信頼が害された評価するに足るものであり，収賄罪の成立を認めた

結論は妥当である 。

注>

１）大判大正９年12月10日（刑録26輯884頁）など。

２）大判大正２年12月９日（刑録19輯1393頁）など。

３）上野・後掲注（38）論文80頁参照。

４）最決昭和59年５月30日（刑集38巻７号2682頁）参照。

５）只木・後掲注（38）論文118頁，平木・後掲注（38）論文175頁，長井・後掲注

（38）論文38頁。この点に関しては，上野・後掲注（38）論文69頁以下の検討が詳細

である。

６）木村亀二『刑法各論』(1957年）288頁，香川達夫『刑法講義〔各論〕〔第３版〕』

(1996年）132頁。

７）神山敏雄「賄賂罪」小暮得雄ほか編『刑法講義各論』(1988年）562頁，林幹人『刑

法各論』(1999年）440頁，山口厚『刑法各論〔補訂版〕』(2005年）606頁，曽根威彦

『刑法各論〔第３版補正第３版〕』(2006年）326頁など。

８）西原春夫『犯罪各論〔第２版〕』(1983年）416頁，大谷實『新版刑法講義各論〔追
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